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論 文 内 容 の 要 旨
１．問題設定
　歴史的に大学は、教育と研究を本来的な使命とした社会に貢献する非営利組織として位置づけられてきた
が、現在は、より直接的な社会貢献、地域貢献が強調され、研究成果の商業化、産学官連携、技術移転、大
学発ベンチャーなどが世界中の大学で行われている。
　米国では1990年代以降、大学が過度に研究志向、成果主義・商業主義に傾倒し、地域社会との関係性が希
薄になっていることへの批判に晒された。これを踏まえ、大学は、社会との互恵的かつ補完的な関係である「エ
ンゲージメント（Engagement）」の重要性を再認識した。公か私かを問わず、大学と企業・行政・NPO 等
とが双方向的に補完的に協力し合い、互いにイノベーション創出を前提とした価値形成を目指すことで、大
学が民主的な市民社会の形成の貢献を目指すパラダイム転換が起きた。そのうえで、都市再生を目的とした
連邦政府の政策支援がもたらされ、大学と地域社会が連携し、コミュニティと経済再生を目指すさまざまな
取り組みが実践されてきた。
　ところが、2012年、その連邦政府の支援が途絶えてしまうこととなる。以降、米国では、大学や病院など、
民間企業のように業績の良し悪しで撤退することの稀な地域に根差す大学や病院などの非営利団体による経
済活動・資産をエンジンに、地方政府、民間企業、NPO らとの産学官連携によるコミュニティ形成、経済
振興を進める戦略（Anchor Institution Strategy、AI 戦略）が衆目されてきた。これらの取り組みは、地域
における雇用促進、企業支援、消費活動による経済活性化、周辺住環境の整備、健康な地域の促進、インナー
シティ対策など、広範囲にわたる効果が期待されている。近年はその一部として、大学、病院による地方自
治体への財政支援を通じた公的サービスの代替機能にも議論が及んでいる。
　我が国でも、大学が政府の支援を受けて全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める「地域コ
ミュニティの中心」を目指す取り組みが行われている。大学が組織的に地域連携活動を進め、大学がもつシー
ズを用いて、地域が抱える課題を解決し、地域再生、産業振興を目指す動きへの関心がこれまでになく高まっ
ている。現在は、政府の重要経済政策のひとつである「地方創生」と連動し、地域の大学は、地域経済振興
のための人材、労働力育成を担うことも同時に求められている。ただし、我が国が大学に中心的な役割を課
した地域再生に対する政策支援は、米国が辿ってきた経緯同様に永続される保証はどこにもない。支援が絶
たれた際には、我が国においても、地域を構成する産官学が一体となった取り組みへの転換が必然となるで
あろう。
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２．本研究の目的と分析視点
　本研究の目的は、米国で実践される大学・医療機関などの非営利団体の経済活動、資産を梃とした産学官
連携による地域コミュニティ開発と経済振興の事例を範とし、我が国の大学・医療機関が担うべき具体的な
役割の考察にある。本研究では、特に大学を主な研究対象とし、本研究における分析視点は次のとおりである。
　第一に、「財・サービスの消費活動、調達活動」の有効性である。大学の立地が地域に及ぼす効果には、教育、
研究、社会活動がもたらすさまざまな効果がある。2011年、文部科学省の委託を受けた日本経済研究所は「大
学の教育研究が地域に与える経済効果等に関する調査研究」を公表した。同調査では、大学で行われている
活動を「教育・研究」「消費活動」「その他」「施設設備」の４類型に分類し、地方国立大学を事例に、各大
学で行われている活動が地域経済に与える効果を分析している。その結果、地域経済に新たな需要を生み出
す大学の活動として、最も規模が大きかったのが「消費活動」であったことから、ここに注目するものである。
　第二に、大学の資産を梃とした地方自治体への財政支援の実効性である。米国同様、我が国も地方財政を
取り巻く状況は厳しいがゆえ、将来にわたって持続可能な公共サービスの安定的に提供することには懸念が
残る。私立大学や病院は非営利団体であり、固定資産税等の各種税金は免除されるのが一般的であるが、税
収減に苦しみ、公的サービスが削減せざるを得ない状況にある一部の都市では、大学、病院などの大規模非
営利団体に対する免税措置の規模に対して、地域貢献への取り組みが足りないと批判の声が上がる。そこで、
免税措置を受ける大学・病院の固定資産税に相当する金銭を、地方自治体が半ば強制的に徴収し、公的サー
ビスの維持に供している。これは将来、大学や病院が地方自治体の財政支援を行うことは我が国でも起こり
得る事態として注視しておく必要がある。
　第三に、病院を中心とした医療機関による地域貢献の特殊性である。本研究では、大学と同様、地域に根
付く大規模非営利団体というコンテキストにおいて、医療機関、特に病院の経済活動、資産を梃とした地域
コミュニティ再生、地域経済振興の有効性に注目している。実際に、クリーブランド、デトロイトといった
世界的に著名な医療産業クラスターがある都市では、医療機関を中心とした AI 戦略によるコミュニティ作
りが進展するが、大学をアンカーとした取り組みよりも事例が少ないとされる。その背景には、非営利病院
が免税措置を維持する要件として、連邦法で地域貢献が義務化されている点にある。これまでの非営利病院
による地域貢献の殆どが、制度発足当初から続く無保険者、生活困難者への慈善治療に留まっているのが実
情である。本研究では、非営利団体で免税措置の資格を持つ大学と病院を取り巻く状況・環境の違いを鑑み、
１章分を非営利病院による地域貢献の検討に当てている。
　以上を踏まえ、米国の先行事例を元に、我が国の大学や病院の経済活動、資産をどのように地域コミュニ
ティ形成、経済振興につなげることができるか、を検討した。
３．論文の構成と各章の概要
　序章では、本研究の初発の問題関心について述べ、これを問うことの意義について論じた。
　第１章では、米国の大学による社会・地域貢献に関する歴史的経緯、公立、私立を問わない大学の社会貢
献の理念のパラダイム転換を生んだ「エンゲージドメント」の概念、地域における「Economic Anchor」で
ある大学の経済活動、資産を梃とした産官学連携の地域コミュニティ再生、経済振興に取り組むこと繋がっ
た歴史的経緯を考察した。
　第２章では、米国における大学の社会貢献の歴史と、我が国において大学の社会貢献が大学の機能として
定着する過程とその違いを考察した。その上で、大学の社会貢献がもたらす具体的な効果として、企業との
産学連携等を通した「地域経済への効果」、雇用の創出、学生等の消費等の「直接的な効果」が注目されて
いることに着目し、近年の関連施策との関連性を分析した。
　第３章では、大学による財・サービスの消費活動、調達活動の有用性という分析視点に基づき、ベンチャー、
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中小企業支援に有効とされる米国の SBIR（中小企業技術革新制度）と我が国との制度比較を行った。特に
大学発の先端技術を商業化する大学の役割に注目し、大学が中小企業向け政府調達（Set Aside）の実行役
となる「最初の買い手」として商業化支援に関わるスキームを考察した。我が国の SBIR は商業化官公需が
米国の制度に類似するが、Set Aside のように調達額の達成を義務とする制度でなく、法制度上の問題で公
共調達調達は努力目標に留まること、さらには政府の補助金が導入される私立大学には、何ら法的義務がな
い現状を課題として提示した。
　第４章では、第３章同様、財・サービスの消費活動、調達活動の有用性という分析視点に立ち、大学によ
る地産地消を検討した。筆者の調査結果から、我が国の多くの大学は、地産地消が地域経済の活性化、地域
振興に役立つと認識するも、地産地消を実践する大学は約半数にとどまること。並びに学食等での地元農産
物の使用は、政府が促進する六次産業化と地域経済振興に向けて期待されるが、大学の取組みは低調である
ことを明らかにした。その理由として、「六次産業化・地産地消法」が、学校給食において地元農産物の積
極的に利用することを義務化するも、大学はその対象になっていないこと。大学は学生サービスの一環とし
て、安価な食事の提供を重要視しており、品揃えの不安定で、安定かつ安価な生産物の供給が難しい地場農
産物の積極的な使用に懸念を持っている点を課題として指摘した。
　第５章では、大学の資産を梃とした地方自治体への財政支援について、PILOT（Payment in Lieu of 
Taxes、善意に基づく税の代替支払）の事例検討を行った。PILOT は、税収減に苦しむ地方自治体が、免
税措置を受ける大学等の非営利団体に対して固定資産税に代わる「善意」に基づく支払いを求める制度で
ある。地方自治体は PILOT を歳入の一部として公共サービスの維持・提供を行うが、一部の大都市を除き、
大多数の地方自治体の歳入に占める PILOT 収入は１％程度と、歳入確保に向けた効果は限定的であること
を明らかにした。
　第６章では、非営利病院が連邦税、地方税の免税資格を維持するために法的に課せられた地域貢献義務と
その要件について考察した。制度導入当初は、地域貢献の可視化の一環として、貧困者に対する医療費支援
を通じた経済的支援が要件となっていた。近年は、病院が地域の健康問題、健康格差を解決のための諸活動
に対する支出にも配慮するよう要件が変更されている。これは、病院の経済活動、資産を用いた健康的かつ
コミュニティ形成という AI 戦略との連動性が期待されるものであるが、依然として病院の地域貢献は、医
療費支援に留まっている点を指摘した。
　終章では、本研究の総括と今後の課題を明示した。
４．本研究における知見
　本論の序章において、①大学が行う財・サービスの消費活動、調達活動の有効性、②大学の経済力、資産
を活用した公的サービスの代替機能の実効性、及び③病院を中心とした医療機関による地域貢献の特殊性、
という３つの分析視点を設定した。本章では、それぞれの分析視点に基づく本研究の総括と今後の課題を述
べる。
　第一の分析視点、大学が行う財・サービスの消費活動、調達活動は、地域経済振興に繋がる最も有効的な
手段である。AI 戦略を展開する米国の大学・病院では、財・サービスの調達に地元企業からの購入額に目
標値を定めている例が多い。現在、我が国の大学を中心とした地域振興政策は、地域の雇用創出、就職率の
向上、地方への人の集積と若年層人口の首都圏一極集中の解消を目指している。同時に、先端技術、地場産
品など、大学が「買い手」となることが社会的に意義高い手法に対し、法が努力義務を課すような政策誘導
が期待される。その一方で、米国の大学同様に、我が国の大学においても、自主財源の範囲内で中小企業支
援、納入業者のダイバーシティ向上を目的とした財・サービスの調達活動への取り組むことは社会的に意義
が高い。国公私を問わず大学は、公正性、経済性を優先した予算執行となりがちである。調達活動すべてに
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経済性を追求することなく、地域経済振興という社会政策の実現といった観点も重要となる。加えて、地元
企業からの財・サービス調達に目標値を定め、実績を公表していくことは、大学の社会貢献活動における定
量的な評価指標の一つとして有効と捉える良い機会と考える。
　第二の分析視点は、大学の資産を梃とした地方自治体への財政支援の実効性である。本研究で見たよう
に、PILOT を通じた大学、病院による財政支援は、大規模の大学や病院が集積するボストンのような大都
市では一定の効果は見込まれる。我が国において PILOT が導入された場合、大学、病院、同じく免税措置
を受ける宗教法人が数多い京都のような大都市圏では成立するであろう。今後の研究テーマとして取り組ん
でみたい。但し、ボストン市の事例で見た通り、形式的には大学、病院の「慈善」に基づく財政支援であっ
ても実質的には強制性が働いている。ゆえに、PILOT はより課税に近い制度といえる。この PILOT をめ
ぐる動きから、我が国が学ぶべきことは、大きく２つある。第一に非営利法人に認められた免税措置の規模
と実践する地域貢献の規模のバランスを如何にとるか。第二に、地域コミュニティが目に見えて理解・認識
しやすい地域貢献の実践である。この意味においては、莫大な資産の一部を財政支援という形で金銭納付す
る PILOT は、地域コミュニティからすると貢献の度合いは測りやすい事業ではある。
　第三の分析視点は、病院を中心とした医療機関による地域貢献の特殊性である。病院、医療機関が有す
る AI 機関としてのポテンシャルは、その莫大な経済規模からも非常に高い。しかし、非営利病院が免税資
格の維持のために取り組む地域貢献は、いまだ慈善診療が殆どである。ここから本研究が特に注目する点は、
第二の分析視点でも注目した地域貢献の可視化、数値化の問題である。義務化された地域貢献の本質が免税
措置の維持である以上、病院にとっては、効果の評価に時間がかかったり、数値化しづらい事業には積極的
になれない。それなら単純明快に、旧来通りの慈善治療への支出を通じた地域貢献へと収斂される当然の流
れである。その点、納入業者のダイバーシティを高める財・サービスの購入・調達活動による経済振興と健
康的なコミュニティ形成目指した地域貢献は、慈善治療への支出同様に比較的容易に取り組みやすい手法と
いえる。第二の分析視点にも通じるが、免税措置を受ける非営利法人としての大学、病院に求められる地域
貢献、あるいは我が国における地域貢献の評価という点からも、米国の病院の地域貢献の義務化は、多くの
示唆をもたらしている。
５．本研究の限界と課題
　地域貢献を目指した州立大学が戦後の高等教育の大衆化の受け皿となった米国と、中央集権的な大学管理
が行われ、必ずしも地域と密接でない私立大学が高等教育大衆化の受け皿となった我が国とは、歴史的か
つ制度的な差異は大きい。我が国における大学を論じるに際し、本来は、国立、公立、私立という設置形態、
大学のロケーションといった物理的な差異を思料すべきである。ゆえに、本研究では、日米の大学や病院を
総合的に捉えたこと、緻密な計量分析に基づくものではなく事例研究であること、取り上げた事例が限定的
な選択にとどまっている点に限界がある。
　今後の研究課題としては、米国における大学の経済活動を中心とした産学官連携による地域再生の実例
を、大学の立地、規模、設置形態等で分類しモデル化することにある。そのうえで各モデルにおける具体的
な取り組み手法（例：雇用促進、中小企業支援、周辺地域の企業からの優先調達、住宅開発、起業家支援など）
の特性、共通性を見出すアプローチが必要となる。予想される結果としては、設置形態（公／私立、研究／
教育型）の分類では、具体的な取り組み手法に多くの類似性が、その一方で立地環境（都市／地方都市／郊
外型）や予算規模の分類では取り組み手法にバラツキがあるものと考えられる。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文は非営利組織であるアメリカと日本の大学・病院の地域経済への貢献を比較・分析したものである。
主にアメリカの事例の分析が中心で、比較する意味で日本の事例を紹介している。大学・病院は消費者であ
り、雇用者であるので、地域経済の核となるアンカー（錨）である。さらに、このアンカーを戦略的に用い
て地域を発展させる試みについて学術的に考察して、政策含意を探ることが本論文の目的である。
　これまでの大学の地域貢献に関する先行研究は、大学が教員の発明を特許化してライセンスしたり、教員
が企業にコンサルティングをしたり、大学と企業が共同研究を行ったりする場合、大学と企業は近くにいた
方が便利なので、優れた研究大学の周りに研究開発型企業や大企業の研究所が集積するという「クラスター」
形成についてがほとんどであった。本論文は既存研究の中で軽視されている形の大学の地域貢献を考察する
ところにオリジナルな学術的価値がある。以下、本論文の構成に従って評価を述べていく。
　第１章はアメリカの大学の地域貢献を、第２章は日本の大学の社会貢献をそれぞれ歴史的に考察する。や
や冗長とも思えるこの２つの章だが、これ以降の議論のバックグラウンドとして不可欠であり、先行研究も
含めて丁寧にフォローしている。制度とは経路依存性があり、歴史的経緯が将来の発展方向に影響を与える。
日本の大学制度、高等教育政策はアメリカから導入されたり、アメリカを模倣したものが多いが、両国の大
学制度の違いが異なる結果を生み出していることは以降の章で示される。とくに重要なことはアメリカでは
州政府が大学設置を認可しているので、一つの大学が別の州に移転することはない（海外分校の設置はある）
のだが、日本の大学は移動度が高いということである。また、アメリカの大学が地域というものを意識して
運営されてきたのに対して、日本の大学は国家への奉仕、国家に資する人材の育成を目指してきた。さらに、
第２次大戦後の高等教育の大衆化の受け皿がアメリカは州立大学で日本は私立大学であった。地域貢献を重
視する州立大学の存在感は高まったのである。これらの指摘は政策導入の混乱を避けるために的確な指摘で
ある。ただ、2012年にアメリカ議会で地域振興策が後退したことは本論文のテーマにとっても極めて重要な
ので、詳細に分析すべきであった（審査委員の指摘を受け最終稿では加筆された）。
　第３章は SBIR（Small Business Innovation Research）Program を考察する。アメリカの SBIR はアメリ
カの連邦省庁に外部組織（企業、大学）に研究補助金を出す場合、一定割合を中小企業に回すというもので
ある。研究開発型中小企業なので大学発ベンチャー（大学の特許をライセンスしてもらって設立した企業、
大学院修了者が社長になって発明した教員が顧問になるケースも多い）への支援にもなっている。さらに、
最終段階では補助金でなく政府調達という形で製品を購入することでベンチャー企業の育成を助ける。一方、
日本の SBIR は1999年末に開始されたが、単に中小企業への研究開発補助金であり政府調達で中小企業を優
先することは法の下での平等に反するので難しいため行われていない。強制的割り当て（ある種のアファー
マティブアクション）と政府調達での利用がないため、日本版 SBIR はアメリカとは似て非なるもので、効
果も限定的あるという結論は適切である。
　第４章は大学の地産地消の取り組みの日米比較を行った。大学は消費者として地域経済に貢献しているが、
さらに進んで大学が地元の農産物を学生食堂で使用する取り組みである。アメリカではサステイナブル（維
持可能な）地域社会を築くための貢献として積極的に地元の食材を購入している。もちろん地元が農業地域
であることが必要であるが、大学によっては購入する食料・飲料の数十パーセントの地元産というところも
ある。一方、筆者のアンケート調査によれば日本の国公立・私立（地域振興のための補助金に申請した地域
振興に関心があるはずの私立大学）大学におけるは地産地消の取り組みは活発とは言えない。ゼミで研究す
る対象であったり、開発で産学連携を行ったりしているが、食材の購入はほとんど行われていない。これは
大学の意識の低さとともに、食堂運営を外部や生協に任せきっていて大学主導にできないこと、地元産の農
産物が安く安定的に供給されないので、学生の便益にならないことが理由としてあげられた。日本での地産
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地消という形の地域貢献の難しさを明らかにした点で評価できる研究である。
　第５章は「善意に基づく税」の研究である。大学は非営利組織なので固定資産税や（授業料だけでなくア
メフトの入場料なども含めた）収入への所得税が免除される。大学が町の中心部にあることは地域の活性化、
雇用の増大につながるのだが、一等地を大学が使用し固定資産税を支払わないというのは機会費用が大きい。
地方政府・自治体にとって固定資産税はきわめて重要である。大学は企業と同様、警察・消防、道路整備な
ど自治体からサービスを受けているわけで「ただ乗り」はおかしいとの意見もある。そのため、固定資産税
に代わる支払いを自治体との間で自主的に結ぶ動きがあり、これを「善意に基づく税の代替支払い（Payment 
in Lieu of Taxes, PILOT）」と呼ぶ。大学が集積し免税の機会費用も大きいボストン市などで行われている。
ただ、税収に占める比率は小さい。制度化して納めるべき金額を算定し請求すると、満額支払わない大学も
出てくる。その場合、金額として目に見えるだけに、大学の消極的な態度によって地元住民が大学に反感を
抱くようになる。したがって、PILOT はそれほど経済的に恩恵が生じるわけでないのに地元住民との関係
を悪くする可能性もあるので、大学も自治体も別の方法で大学に地域貢献させることを考えた方がよいので
はないかと示唆している。PILOT は日本では導入されていないが、本章の考察からは導入する必要はない
という重要な政策含意が得られる。とくに日本の大学は都道府県を超えて移転する。大学は固定資産税を完
全免除する地域に移ってしまうかもしれないので、自治体間の減免による大学誘致合戦という好ましくない
結果を生むことが本研究から示唆される。
　第６章は病院の地域貢献であり、今まで研究されてこなかった分野へのユニークな貢献である。病院は地
域住民の疾病を治療するだけでなく、人々の健康状態は社会的要因によっても影響を受けるという認識のも
と、健康なコミュニティ開発の役割が期待されている。また、大学同様、非営利病院も免税措置を受けてい
るので、1956年以来、貧困者への利用サービスの提供など地域貢献が求めれてきたが、「オバマケア」では
それが一層強調されていることを指摘した。ただ、実際にコミュニティ構築活動費の病院予算に占める比率
は１％にも満たない。
　本研究はこれまで研究されてこなかったアメリカの大学の地域貢献を詳細に研究し、日本での取り組みと
比較している。大変独創性のある研究と評価できる。日米の大学制度の相違をよく理解しているので安易な
導入論に傾いていない点も評価できる。ユニークかつオリジナルな研究であるうえ、資料は乏しかったが良
く事例研究を仕上げた。ただ、限られた数の事例研究であるので、結論は統計的に裏付けされてものではな
い。また、事例研究であるので、取り上げた事例がアドホック（恣意的）という批判は甘受しなければなら
ないし、どうしても成功例が多くなっている。また、最近始まった制度もあり、本当の評価は将来でないと
わからない場合もあるであろう。
　第６章の医療機関の分析は充分とは言えない。大学との役割・影響力の違いはもっと深く分析されるべき
であったし、日本との比較も行われていない。おそらく日本では地域の病院を取りまとめる保健所や医師会
の役割がアメリカと異なるかもしれないので、病院と地域の関係も異なってくるであろう。さらに、オバマ
ケアが完全に廃止された場合の影響もこれからフォローすべきである。今後の研究の進展を期待する。
　しかしながら、これらの問題点は、本論文の価値を著しく減じるものではない。医療機関の分析は不充分
でも大学の分析はそれを補って余りあるものになっている。本論文の研究は、大学を社会起業家として分析
した点が評価され、関西ベンチャー学会の査読雑誌に論文として２本掲載され、また、経済政策分析として
日本経済政策学会で英語によるものも含めて４回、全国大会レベルで発表を行った。
　以上の点から、本委員会は本論文が学位規程第５条１項による、中村晃司氏への博士（国際学）の学位の
授与にふさわしい内容と判定する。
